
市町村財政比較分析表(平成19年度普通会計決算)
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財政構造の弾力性
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人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [484,122円]
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給与水準の適正度   （国との比較）
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定員管理の適正度
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実質公債費比率 [20.5%]
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人口1人当たり地方債現在高 [1,711,020円]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

南大東村
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。

※平成20年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体で実質公債費比率を算定していない
　団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※ラスパイレス指数及び人口1,000人当たり職員数については、平成19年地方公務員給与
　実態調査に基づくものである。なお、平成19年度中に市町村合併を行った団体については、
　当該項目に係るデータのグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。
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分析欄
●財政力指数：類似団体平均とほぼ同等であるが、財政基盤が弱いため、消費的経費の削減に努め、地方税の徴収強化
（現年度分９８．５％・滞納分２０％）を目標に取組みを通じて、財政基盤の強化を図る。
●経常収支比率：昨年度に比べ９．５％抑制されたが、類似団体平均を上回っている。特に大きい割合は公債費で３０．７％
をしめている。これは（庁舎建設事業・一般廃棄物事業・臨時地方道整備事業等）の整備により多額の起債をしたものによ
る。今後は、公債費適正化計画のもと、公債費の抑制を図る。人件費についても、退職者不補充による職員数の削減、集中
改革プラン（平成２２年４月１日現在において約６．１％を削減し、総職員数４６人体制を目指すとともに行財政改革の取り組
みを断行し、義務的経費の削減に努める。
●ラスパイレス指数：適正な給与体系により類似団体を下回っている。今後もより一層の給与の適正化を図る。
●実質公債費比率：類似団体を大きく上回っているが、単年度、実質公債比率は１６．３％と前年度より△６．２％と抑制され
た。今後、減債基金の活用等、公債費適正化計画のもと、辺地・過疎対策事業を活用し交付税基準財政需要額を確保する
とともにに事業の優先度を明確にし、起債発行の抑制を図り、平成２１年度までに１８％以下を指す。

●人口１人当たり地方債現在高：類似団体平均を上回っている主な要因は、平成１２年度庁舎建設事業（総事業費７２２，５４
６千円うち起債額３１８，４００千円）であるが今後は新規地方債の抑制に努め、５年後には類似団体平均の水準となるよう努
める。
●人口１，０００人当たり職員数：類似団との部門ごとに比較すると、消防関係が非常備消防設置による常勤職員１人配置によ
るものである。又、農林水産関係・土木関係の超過数が多い要因については、土地改良事業（農業基盤整備事業）の推進、１
島・１村による港湾荷役業務・空港管理業務を行っていることによるものである。今後、平成２２年４月１日現在において、職員
数６，１％削減し総職員４６人体制を目指し適切な定員管理に努める。
●人口１人当たり人件費・物件費等決算額：類似団体に比べ高くなっている要因は、主に人件費を要因としており、人口１人当
たりの職員数３３．３３人と類似団体と比べ高くなっている。今後は、人件費を含め物件費及び維持補修費も抑制していく必要
がある。


